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○質屋営業法施行手続 

昭和37年10月１日 

本部訓令第12号 

改正 昭和40年４月14日本部訓令第７号 

昭和44年５月14日本部訓令第６号 

昭和47年９月９日本部訓令第８号 

平成６年３月22日本部訓令第７号 

令和５年２月14日本部訓令第３号 

注 令和５年２月から改正経過を注記した。 

（趣旨） 

第１条 この手続は、質屋営業法（昭和25年法律第158号。以下「法」という。）、質屋営

業法施行規則（昭和25年総理府令第25号。以下「規則」という。）および質屋営業法施

行細則（昭和37年県公安委員会規則第３号。以下「細則」という。）を実施するために

必要な事項を定めるものとする。 

（申請書の取扱） 

第２条 警察署長（以下「署長」という。）は、細則第２条第１項第１号及び第２号の申請

書等を受理したときは、許可等に必要な事項を調査し、支障がないと認めたときは、許可

証の交付等必要な処理を行うものとする。 

２ 署長は、前項の調査の結果、不許可を相当と認めたときは、警察本部長（以下「本部長」

という。）に副申するものとする。 

３ 署長は、細則第４条第２項の規定による意見を聴取し、又は証拠を受理した場合は、そ

の状況を本部長に申報するものとする。 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

第３条 削除 

（削除〔令和５年本部訓令３号〕） 

（台帳） 

第４条 署長は、法第２条第１項の許可をしたときは、質屋許可台帳（別記様式第１号）を

作成するとともに、許可証番号台帳（別記様式第２号）に登載するものとする。 

２ 署長は、法第４条第１項の規定による許可の申請又は同条第２項若しくは第３項の届出

を受理したときは、前項の台帳を整理するものとする。 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 
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第５条 削除 

（削除〔令和５年本部訓令３号〕） 

（保管命令書） 

第６条 署長は、法第23条の規定により質物の差止めを命ずる場合は、保管命令書（別記

様式第３号）を交付するものとする。 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

附 則（令和５年２月14日本部訓令第３号） 

１ この訓令は、制定の日から施行する。 

２ この訓令の施行の際現にあるこの訓令による改正前の様式による用紙については、当分

の間、使用することができる。 
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別記様式第１号 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

別記様式第２号 

（一部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

別記様式第３号 

（全部改正〔令和５年本部訓令３号〕） 

 


